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前
稿
（
本
誌
二
〇
一
三
年
一
二
月
号
）
で
は
労
働
組
合

に
係
る
意
識
に
つ
い
て
検
討
し
た
。
そ
こ
で
は
、
組
合
員

た
ち
の
労
働
組
合
活
動
へ
の
評
価
・
労
組
信
頼
度
は
傾
向

的
に
は
高
ま
っ
て
き
て
い
る
こ
と
、
し
か
し
、
人
員
不
足

な
ど
職
場
の
不
満
が
強
い
と
労
組
評
価
・
労
組
信
頼
度
と

も
低
く
、
そ
の
こ
と
は
労
組
を
経
な
い
で
の
職
場
の
不
満

の
個
人
的
表
出
、
労
組
に
よ
る
集
団
的
規
制
に
よ
ら
な
い

個
人
的
「
解
決
」
へ
と
労
働
者
を
向
か
わ
せ
る
可
能
性
を

表
現
す
る
こ
と
、
さ
ら
に
労
組
の
日
常
活
動
へ
の
組
合
員

の
参
加
状
況
が
悪
化
し
、
労
組
基
盤
が
不
安
定
化
し
て
き

た
こ
と
な
ど
を
示
し
た
。
そ
し
て
、
か
よ
う
な
事
態
が
進

行
す
る
な
ら
ば
労
働
基
本
権
回
復
と
い
う
長
年
の
要
求
が

実
現
し
た
と
し
て
も
、
そ
の
意
義
に
つ
い
て
危
惧
を
感
じ

ざ
る
を
得
な
い
と
指
摘
し
た
。

　

こ
れ
に
続
く
本
稿
は
、
01
調
査
と
07
・
11
両
調
査
か
ら

労
働
基
本
権
に
関
す
る
意
識
を
取
り
上
げ
る
。
一
九
四
八

年
七
月
の
い
わ
ゆ
る
「
政
令
二
〇
一
号
」
と
そ
の
後
の
法

改
定
・
整
備
に
よ
り
、
一
般
職
非
現
業
公
務
員
等
の
労
働

基
本
権
は
争
議
権
否
定
（
争
議
行
為
の
禁
止
）、
団
体
交

渉
権
の
う
ち
協
約
締
結
権
の
否
定
と
い
っ
た
制
約
を
受
け

て
き
た
が
、
二
一
世
紀
に
入
っ
て
か
ら
の
改
革
議
論
過
程

で
「
自
律
的
労
使
関
係
制
度
」
へ
の
転
換
論
が
登
場
し
、

基
本
権
回
復
が
検
討
さ
れ
だ
し
た
。
本
稿
で
取
り
上
げ
る

調
査
は
こ
れ
ら
の
新
し
い
動
き
と
重
な
る
時
期
の
も
の

で
、
北
海
道
の
地
方
公
務
労
働
者
た
ち
の
労
働
基
本
権
に

係
る
意
識
を
見
る
に
好
都
合
で
あ
る
。

　
１
　
労
働
基
本
権
を
め
ぐ
る
動
向

　
　
　
―
「
自
律
的
労
使
関
係
制
度
」
論

　

二
一
世
紀
の
公
務
員
制
度
改
革
の
出
発
点
に
な
っ
た
の

は
二
〇
〇
一
年
の
「
公
務
員
制
度
改
革
大
綱
」（
二
〇
〇
一

年
一
二
月
二
五
日
閣
議
決
定
）
で
、
そ
こ
で
は
、
公
務
員

の
労
働
基
本
権
は
現
行
の
制
約
を
維
持
す
る
と
さ
れ
て
い

た
が
、
そ
の
後
の
諸
々
の
検
討
を
経
て
制
定
さ
れ
た
「
国

家
公
務
員
制
度
改
革
基
本
法
」（
二
〇
〇
八
年
六
月
一
三

日
）
第
一
二
条
で
は
、「
政
府
は
、
協
約
締
結
権
を
付
与

す
る
職
員
の
範
囲
の
拡
大
に
伴
う
便
益
及
び
費
用
を
含
む

全
体
像
を
国
民
に
提
示
し
、
そ
の
理
解
の
も
と
に
、
国
民

に
開
か
れ
た
自
律
的
労
使
関
係
制
度
を
措
置
す
る
も
の
と

す
る
」
と
一
般
職
非
現
業
公
務
員
へ
の
協
約
締
結
権
付
与

へ
と
方
向
転
換
し
た
。
こ
の
間
に
は
「
公
務
員
制
度
に
つ

い
て
も
、
労
働
市
場
改
革
（
労
働
ビ
ッ
グ
バ
ン
）
と
整
合

的
な
改
革
が
必
要
」「
過
度
の
身
分
保
障
、
年
功
賃
金
な

ど
を
見
直
し
、
民
間
並
み
の
合
理
化
を
実
現
」「
民
間
と

同
様
の
労
使
協
議
制
を
導
入
」
（
１
）な
ど
が
提
起
さ
れ
て
い
た
。

制
度
改
革
の
焦
点
の
一
つ
が
、
協
約
締
結
権
「
付
与
」
を

梃
子
に
し
て
民
間
的
な
労
使
関
係
へ
の
転
換
に
当
て
ら
れ

る
よ
う
に
な
り
、
そ
れ
を
表
現
す
る
用
語
が
「
自
律
的
労

使
関
係
」
で
あ
っ
た（
２
）。

　

二
〇
一
一
年
六
月
に
は
「
自
律
的
労
使
関
係
制
度
を
措

置
す
る
た
め
、
一
般
職
の
国
家
公
務
員
に
協
約
締
結
権
を

付
与
す
る
と
と
も
に
、
こ
れ
に
伴
い
、
団
体
交
渉
の
対
象

事
項
、
当
事
者
及
び
手
続
、
団
体
協
約
の
効
力
、
不
当
労

地
方
公
務
労
働
者
の
意
識
構
造
と
労
働
者
像
⑸

自
治
労
北
海
道
本
部
「
組
合
員
意
識
調
査
」
の
10
年
―
労
働
基
本
権

　

杉　

本　

龍　

紀
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働
行
為
事
件
の
審
査
、
あ
っ
せ
ん
、
調
停
及
び
仲
裁
等
に

つ
い
て
定
め
る
」
こ
と
を
旨
と
す
る
「
国
家
公
務
員
の
労

働
関
係
に
関
す
る
法
案
」
が
国
会
に
提
出
さ
れ
た
。

　

地
方
公
務
員
に
つ
い
て
も
同
様
の
転
換
が
検
討
さ
れ
、

国
家
公
務
員
に
関
す
る
法
案
に
準
じ
て
作
成
さ
れ
た
「
地

方
公
務
員
の
労
働
関
係
に
関
す
る
法
案
」
（
３
）

と
し
て
国
会
に

提
出
さ
れ
た
（
二
〇
一
二
年
一
一
月
）。
こ
の
法
案
は
国

会
提
出
の
翌
日
に
衆
議
院
が
解
散
さ
れ
た
た
め
、
国
家
公

務
員
に
係
る
法
案
と
も
ど
も
廃
案
に
な
り
、
そ
の
後
、
国

家
公
務
員
制
度
改
革
論
の
中
心
は
府
省
庁
の
幹
部
人
事
へ

と
移
動
し
、
協
約
締
結
権
回
復
を
主
内
容
と
す
る
自
律
的

労
使
関
係
議
論
は
国
家
公
務
員
制
度
・
地
方
公
務
員
制
度

と
も
頓
挫
し
た
状
態
に
陥
り
、
そ
の
後
の
動
向
も
定
か
で

は
な
く
な
っ
て
し
ま
っ
て
い
る
。
し
か
し
、
政
令
二
〇
一

号
以
降
、
制
約
さ
れ
続
け
て
き
た
公
務
員
の
労
働
基
本
権

の
う
ち
協
約
締
結
権
の
回
復
が
法
案
と
い
う
形
で
具
体
化

し
た
こ
と
は
、
公
務
員
労
働
者
と
労
働
組
合
に
と
っ
て
画

期
的
な
事
態
で
あ
っ
た
。

　

こ
こ
で
取
り
上
げ
る
調
査
結
果
は
、
労
働
基
本
権
回
復

な
き
公
務
員
制
度
改
革
議
論
か
ら
、
協
約
締
結
権
回
復
を

主
と
す
る
自
律
的
労
使
関
係
制
度
論
へ
と
転
換
し
た
時
期

と
同
時
期
の
も
の
で
あ
る
。
こ
れ
ら
の
政
治
状
況
の
な
か

で
、
北
海
道
の
地
方
公
務
労
働
者
た
ち
は
基
本
権
回
復
に

つ
い
て
ど
う
感
じ
て
い
た
の
だ
ろ
う
か
。

　
２
　
労
働
基
本
権
の
回
復
・
確
立
へ
の
意
識

　

ま
ず
図
表
１
で
、「
公
務
員
制
度
改
革
大
綱
」
決
定
の

半
年
前
に
行
わ
れ
た
01
調
査
の
結
果
に
示
さ
れ
た
労
働
基

本
権
確
立
へ
の
意
識
を
紹
介
す
る（

４
）。
全
体
で
は
労
働
基
本

権
確
立
に
「
賛
成
」
す
る
の
が
ほ
ぼ
三
分
の
二
、「
反
対
」

は
５
％
以
下
、「
ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い
」
が
三
割
程
度

だ
が
、
こ
こ
で
取
り
上
げ
た
属
性
に
関
し
て
い
え
ば
比
較

的
顕
著
な
傾
向
が
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
年
齢
が
上
が
れ
ば

上
が
る
ほ
ど
、
組
合
活
動
に
参
加
し
て
い
れ
ば
し
て
い
る

ほ
ど
労
働
基
本
権
確
立
に
積
極
的
で
あ
る
。

　

そ
の
後
自
律
的
労
使
関
係
議
論
が
始
ま
り
、
協
約
締
結

権
の
み
な
ら
ず
争
議
権
の
回
復
も
検
討
対
象
に
な
っ
て
き

た
時
期
に
行
わ
れ
た
07
調
査
で
の
「
公
務
員
の
労
働
基
本

権
（
と
く
に
争
議
権
＝
主
に
ス
ト
ラ
イ
キ
権
）
に
つ
い
て
」

と
の
設
問
の
回
答
状
況
を
図
表
２
に
示
す
。
07
調
査
は
労

働
基
本
権
の
う
ち
争
議
権
（
と
く
に
ス
ト
権
）
に
焦
点
を

当
て
る
設
問
で
あ
る
た
め
、
01
調
査
と
比
べ
る
こ
と
に
は

小
さ
く
は
な
い
無
理
が
あ
る
こ
と
を
踏
ま
え
た
上
で
回
答

図表１　公務職場における労働基本権の確立（01調査）

図表２　公務員の労働基本権－とくに争議権（07調査）
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傾
向
を
見
る
と
、
年
齢
が
上
が
れ
ば
上
が
る
ほ
ど
、
組
合

活
動
が
役
立
っ
て
い
る
と
感
じ
れ
ば
感
じ
る
ほ
ど
、
組
合

活
動
に
参
加
し
て
い
れ
ば
し
て
い
る
ほ
ど
、
労
働
基
本
権

（
と
く
に
争
議
権
）
は
保
障
さ
れ
る
べ
き
と
考
え
て
い
る

こ
と
が
分
か
る
。
労
働
基
本
権
回
復
へ
の
意
識
は
、
年
齢

（

≒

経
験
年
数
）、
労
組
の
役
立
ち
評
価
、
労
組
活
動
へ
の

参
加
と
相
関
し
て
い
る
。

　

だ
が
、
01
調
査
に
比
し
て
07
調
査
で
は
労
働
基
本
権
回

復
を
肯
定
す
る
度
合
い
が
、
お
お
む
ね
10
ポ
イ
ン
ト
程
度

低
下
し
て
い
る
。
調
査
結
果
か
ら
こ
の
変
化
を
説
明
で
き

る
可
能
性
が
あ
る
の
は
、
01
調
査
で
は
労
働
基
本
権
確
立

一
般
を
問
う
た
の
に
対
し
、
07
調
査
で
は
事
実
上
、
争
議

権
に
限
定
し
た
こ
と
で
あ
る
。
争
議
権
回
復
へ
の
意
識
が

両
調
査
結
果
の
差
異
を
も
た
ら
し
た
可
能
性
が
あ
る
。
そ

こ
で
次
に
、
争
議
権
に
限
定
し
て
検
討
す
る
。

　
３
　
争
議
権
の
現
実
的
意
義
へ
の
疑
念

　

07
調
査
で
、
組
合
が
ス
ト
ラ
イ
キ
を
含
む
争
議
行
為
行

使
を
決
め
た
場
合
に
参
加
す
る
か
を
問
う
た
結
果
が
図
表

３
で
あ
る
。
労
働
基
本
権
（
と
く
に
争
議
権
）
は
保
障
さ

れ
る
べ
き
と
す
る
の
が
全
体
の
約
57
％
だ
っ
た
が
（
図
表

２
）、
争
議
行
為
に
積
極
的
に
参
加
す
る
と
答
え
た
の
は

約
32
％
、
や
む
な
く
参
加
は
約
35
％
だ
っ
た
。
こ
こ
で
取

り
上
げ
て
い
る
属
性
に
注
目
す
る
と
、図
表
１
、２
の
デ
ー

タ
と
同
様
の
相
関
を
見
い
だ
せ
る
。
し
か
し
、
図
表
２
で

争
議
権
が
保
障
さ
れ
る
べ
き
と
し
た
割
合
か
ら
見
る
と
、

積
極
的
参
加
層
は
薄
く
感
じ
る
（
例
外
は
組
合
活
動
へ
の

積
極
的
参
加
層
の
争
議
行
為
へ
の
参
加
意
欲
の
高
さ
で
あ

り
、
日
常
的
な
活
動
参
加
が
組
合
方
針
と
の
一
体
感
の
基

盤
に
な
っ
て
い
る
と
思
え
る
）。
こ
こ
か
ら
想
定
さ
れ
る

こ
と
の
一
つ
が
、
争
議
権
回
復
の
現
実
的
意
味
へ
の
疑
義

で
あ
る
。

　

11
調
査
は
自
律
的
労
使
関
係
議
論
が
法
案
と
し
て
明
確

に
な
っ
て
き
た
時
期
、
つ
ま
り
議
論
さ
れ
て
き
た
争
議
権

回
復
は
棚
上
げ
さ
れ
て
、
協
約
締
結
権
付
与
が
中
心
的
論

点
と
な
っ
た
時
期
に
行
わ
れ
た
が
、
こ
の
調
査
に
お
い
て

（
09
調
査
に
続
い
て
）
争
議
権
付
与
を
ど
う
考
え
る
か
を

問
う
た
結
果
が
図
表
４
で
あ
る
。

　

こ
こ
で
は
、
こ
れ
ま
で
取
り
上
げ
て
き
た
デ
ー
タ
と
の

図表３　争議行為への参加（07調査）

図表４　争議権付与について（11調査）
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大
き
な
相
違
が
示
さ
れ
る
。
争
議
権
を
含
む
労
働
基
本
権

を
確
立
し
て
組
織
強
化
を
め
ざ
す
と
答
え
た
割
合
は
四
分

の
一
を
下
回
り
、
争
議
権
が
保
障
さ
れ
た
と
し
て
も
行
使

困
難
と
す
る
の
が
ほ
ぼ
半
数
に
達
し
た
。
属
性
別
で
は
、

労
働
基
本
権
確
立
に
積
極
的
で
あ
っ
た
層
（
中
高
年
層
、

労
組
高
評
価
層
、
労
組
信
頼
層
）
ほ
ど
行
使
困
難
と
考
え

る
傾
向
が
あ
る
。
こ
れ
ら
は
労
組
力
量
の
現
状
を
よ
り
感

知
し
て
い
る
と
い
う
こ
と
だ
ろ
う
か
。
そ
こ
に
見
え
隠
れ

す
る
の
は
、
近
年
の
現
実
か
ら
し
て
争
議
権
行
使
は
困
難

だ
と
の
疑
念
で
あ
ろ
う
。
自
治
労
組
織
と
し
て
は
積
年
の

課
題
の
一
つ
で
あ
る
争
議
権
に
つ
い
て
、
そ
の
回
復
が
公

然
と
議
論
さ
れ
始
め
る
や
、
現
場
の
労
働
者
た
ち
か
ら
の

疑
念
に
さ
ら
さ
れ
て
い
る
の
だ
。

　
４
　
労
働
基
本
権
回
復
へ
の
情
況
的
不
安

　

そ
れ
で
は
、
廃
案
に
な
っ
た
と
は
い
え
法
案
化
さ
れ
た

協
約
締
結
権
へ
の
意
識
は
ど
う
か
。
国
家
公
務
員
に
関
す

る
法
案
が
提
出
さ
れ
た
の
と
同
時
期
に
実
施
さ
れ
た
11
調

査
で
の
結
果
を
図
表
５
に
示
し
た
。
協
約
締
結
権
を
得
て

も
労
働
条
件
の
維
持
・
改
善
に
つ
な
が
る
か
疑
問
あ
り
と

の
回
答
が
最
多
で
、
次
い
で
わ
か
ら
な
い
と
す
る
も
の
、

そ
し
て
財
政
事
情
で
労
働
条
件
が
左
右
さ
れ
や
す
く
好
ま

し
く
な
い
と
い
う
も
の
で
あ
っ
た
。

　

こ
こ
で
も
年
齢
が
上
で
あ
る
ほ
ど
、
労
組
を
評
価
す
る

ほ
ど
、
協
約
締
結
権
回
復
の
現
実
的
意
義
に
疑
念
が
表
明

さ
れ
て
い
る
。
財
政
悪
化
を
背
景
に
し
た
人
員
・
賃
金
削

減
が
続
く
状
況
下
で
の
協
約
締
結
権
回
復
は
、
労
働
条
件

の
更
な
る
悪
化
を
引
き
起
こ
す
も
の
と
し
て
、
と
く
に
労

組
の
力
量
を
よ
り
熟
知
し
て
い
る
層
か
ら
は
不
安
要
素
と

し
て
思
念
さ
れ
て
い
る
の
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。

　

政
令
二
〇
一
号
以
来
の
労
働
基
本
権
の
制
約
か
ら
の
回

復
を
求
め
て
き
た
自
治
労
組
織
・
地
方
公
務
労
働
者
た
ち

だ
が
、
そ
れ
ら
が
公
然
と
議
論
さ
れ
、
一
部
が
具
体
的
な

制
度
設
計
と
し
て
提
示
さ
れ
た
と
き
、
改
め
て
昨
今
の
社

会
的
労
組
的
情
況
と
向
き
合
う
こ
と
に
な
っ
た
。
一
〇
年

に
わ
た
る
調
査
か
ら
見
え
て
き
た
の
は
、
労
働
基
本
権
回

復
を
要
求
し
て
い
る
段
階
で
は
顕
在
化
し
な
か
っ
た
意

識
、
つ
ま
り
民
間
企
業
的
な
労
使
関
係
へ
の
転
換
に
対
す

る
潜
在
し
て
い
た
不
安
な
の
だ
ろ
う
と
思
う
。

＜

す
ぎ
も
と　

た
つ
の
り
・
釧
路
短
期
大
学
教
授＞

【
注
】

（
１
）　
「
公
務
員
制
度
改
革
に
つ
い
て
」（
二
〇
〇
六
年
一
二
月

七
日
、
経
済
財
政
諮
問
会
議
［
第
一
次
安
倍
内
閣
時
］）。

（
２
）　

な
お
、
公
務
員
の
労
働
基
本
権
全
体
に
関
し
て
は
、
た

と
え
ば
渡
辺
賢
『
公
務
員
労
働
基
本
権
の
再
構
築
』、
北

海
道
大
学
出
版
会
、
二
〇
〇
六
年
が
参
考
に
な
ろ
う
。

（
３
）　

こ
の
内
容
や
特
徴
に
つ
い
て
は
、
小
川
正
「『
地
方
公
務

員
の
労
働
関
係
に
関
す
る
法
律
案
』
の
内
容
と
課
題
（
上
）

（
下
）」
地
方
自
治
総
合
研
究
所
『
自
治
総
研
』
四
一
一
・

　
　

四
一
二
（
二
〇
一
三
年
一
月
・
二
月
）
を
参
照
さ
れ
た
い
。

（
４
）　

こ
の
設
問
は
、
当
時
の
連
合
・
自
治
労
本
部
が
検
討
し

て
い
た
公
務
員
制
度
改
革
の
対
案
に
つ
い
て
問
う
も
の

だ
っ
た
。
検
討
の
結
果
、
労
働
基
本
権
に
関
し
て
は
、「
公

務
員
に
労
働
基
本
権
を
確
立
し
団
体
交
渉
に
基
づ
く
賃

金
・
労
働
条
件
決
定
制
度
を
実
現
す
る
こ
と
」
と
の
要
求

内
容
に
な
っ
た
が
、
当
時
の
組
合
員
た
ち
が
そ
の
よ
う
な

情
報
を
ど
れ
だ
け
得
て
い
た
か
は
定
か
で
は
な
く
、
労
働

基
本
権
の
確
立
に
は
争
議
権
も
含
む
と
見
て
い
た
の
か
否

か
な
ど
も
判
断
で
き
な
い
。　

図表５　団体協約締結付与について（11調査）


